
新 旧 対 照 表

新

職員の退職手当に関する条例（抜粋）

旧

職員の退職手当に関する条例（抜粋）

（目的） （目的）

第１条 この条例は、一般会計又は特別会計の歳出予算によって給

料（これに相当する給与を含む。以下同じ。）が支給される職員

（知事、副知事、教育長、地方公営企業法（昭和27年法律第292

号）第15条第１項の企業職員及び技能職員の給与の種類及び基準

に関する条例（昭和32年高知県条例第56号）第２条に規定する職

員を除く。）の退職手当に関する事項を定めることを目的とす

る。

第１条 この条例は、一般会計又は特別会計の歳出予算によって給

料（これに相当する給与を含む。以下同じ。）が支給される職員

（知事、副知事、教育長、地方公営企業法（昭和27年法律第292

号）第15条第１項の企業職員及び技能職員の給与の種類及び基準

に関する条例（昭和32年高知県条例第56号）第２条に規定する職

員を除く。）の退職手当に関する事項を定めることを目的とす

る。

（退職手当の支給） （退職手当の支給）

第２条 この条例の規定による退職手当は、前条に規定する職員の

うち常時勤務に服することを要する者（地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第22条の３第１項若しくは第26条の６第７項、女

子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律（昭和

30年法律第125号）第３条第１項又は地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第110号）第６条第１項の規定に基づ

き臨時的に任用された職員（第10条第14項において「臨時的任用

職員」という。）で60歳に達した日以後の最初の４月１日以降に

任用されたもののうち公立学校職員の給与に関する条例（昭和29

年高知県条例第37号）の適用を受ける者及び地方公務員法第28条

の４第１項若しくは第28条の５第１項又は第28条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用された者を除く。以下「職員」とい

第２条 この条例の規定による退職手当は、前条に規定する職員の

うち常時勤務に服することを要する者（地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第28条の４第１項若しくは第28条の５第１項又は

第28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除

く。以下「職員」という。）が退職した場合に、その者（死亡に

よる退職の場合には、その遺族）に支給する。

別紙２
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う。）が退職した場合に、その者（死亡による退職の場合には、

その遺族）に支給する。

２ 職員以外の者のうち、職員について定められている勤務時間以

上勤務した日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規

則により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日

を含む。）が18日以上ある月が引き続いて12月を超えるに至った

者で、その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時間により勤

務することとされているものは、職員とみなして、この条例（第

４条中11年以上25年未満の期間勤続した者の通勤による傷病によ

る退職及び死亡による退職に係る部分以外の部分並びに第５条中

公務上の傷病又は死亡による退職に係る部分並びに25年以上勤務

した者の通勤による傷病による退職及び死亡による退職に係る部

分以外の部分を除く。）の規定を適用する。ただし、地方公務員

法第22条の２第１項第１号に掲げる職員については、この限りで

ない。

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額） （自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額）

第３条 次条又は第５条の規定に該当する場合を除くほか、退職し

た者に対する退職手当の基本額は、退職の日におけるその者の給

料の月額（給料が日額で定められている者については、給料の日

額の21日分に相当する額とし、職員が休職、停職、減給その他の

事由によりその給料の一部又は全部を支給されない場合において

は、これらの事由がないと仮定した場合におけるその者の受ける

べき給料の月額とする。以下「給料月額」という。）に、その者

の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じ

て得た額の合計額とする。

第３条 次条又は第５条の規定に該当する場合を除くほか、退職し

た者に対する退職手当の基本額は、退職の日におけるその者の給

料の月額（給料が日額で定められている者については、給料の日

額の21日分に相当する額とし、職員が休職、停職、減給その他の

事由によりその給料の一部又は全部を支給されない場合において

は、これらの事由がないと仮定した場合におけるその者の受ける

べき給料の月額とする。以下「給料月額」という。）に、その者

の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗じ

て得た額の合計額とする。
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(１) １年以上10年以下の期間については、１年につき100分の

100

(１) １年以上10年以下の期間については、１年につき100分の

100

(２) 11年以上15年以下の期間については、１年につき100分の

110

(２) 11年以上15年以下の期間については、１年につき100分の

110

(３) 16年以上20年以下の期間については、１年につき100分の

160

(３) 16年以上20年以下の期間については、１年につき100分の

160

(４) 21年以上25年以下の期間については、１年につき100分の

200

(４) 21年以上25年以下の期間については、１年につき100分の

200

(５) 26年以上30年以下の期間については、１年につき100分の

160

(５) 26年以上30年以下の期間については、１年につき100分の

160

(６) 31年以上の期間については、１年につき100分の120 (６) 31年以上の期間については、１年につき100分の120

２ 前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金保険法（昭和29年法

律第115号）第47条第２項に規定する障害等級に該当する程度の

障害の状態にある負傷又は病気とする。第６条の４第１項を除

き、以下同じ。）又は死亡によらずにその者の都合により退職し

た者（第12条第１項各号に掲げる者を含む。第６条の４第４項に

おいて「自己都合退職者」という。）に対する退職手当の基本額

は、その者が次の各号に掲げる者に該当するときは、前項の規定

にかかわらず、同項の規定により計算した額に当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

２ 前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金保険法（昭和29年法

律第115号）第47条第２項に規定する障害等級に該当する程度の

障害の状態にある負傷又は病気とする。第６条の４第１項を除

き、以下同じ。）又は死亡によらずにその者の都合により退職し

た者（第12条第１項各号に掲げる者を含む。第６条の４第４項に

おいて「自己都合退職者」という。）に対する退職手当の基本額

は、その者が次の各号に掲げる者に該当するときは、前項の規定

にかかわらず、同項の規定により計算した額に当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。

(１) 勤続期間１年以上10年以下の者 100分の60 (１) 勤続期間１年以上10年以下の者 100分の60

(２) 勤続期間11年以上15年以下の者 100分の80 (２) 勤続期間11年以上15年以下の者 100分の80

(３) 勤続期間16年以上19年以下の者 100分の90 (３) 勤続期間16年以上19年以下の者 100分の90

（11年以上25年未満勤務後の定年退職等の場合の退職手当の基本

額）

（11年以上25年未満勤務後の定年退職等の場合の退職手当の基本

額）
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第４条 11年以上25年未満の期間勤続して退職した者（職員の定年

等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第２条の規定によ

り退職した者（同条例第４条第１項の期限又は同条第２項の規定

により延長された期限の到来により退職した者を含む。）若しく

はこれに準ずる他の法令の規定により退職した者、法律の規定に

基づく任期を終えて退職した者又はその者の非違によることなく

勧奨を受けて退職した者であって任命権者が知事の承認を得たも

のに限る。）又は25年未満の期間勤続し、勤務公署（これに準ず

るものを含む。以下同じ。）の移転により退職した者であって任

命権者が知事の承認を得たものに対する退職手当の基本額は、退

職の日におけるその者の給料月額（以下「退職日給料月額」とい

う。）に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に

掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。

第４条 11年以上25年未満の期間勤続して退職した者（職員の定年

等に関する条例（昭和59年高知県条例第13号）第２条の規定によ

り退職した者（同条例第４条第１項の期限又は同条第２項の規定

により延長された期限の到来により退職した者を含む。）若しく

はこれに準ずる他の法令の規定により退職した者、法律の規定に

基づく任期を終えて退職した者又はその者の非違によることなく

勧奨を受けて退職した者であって任命権者が知事の承認を得たも

のに限る。）又は25年未満の期間勤続し、勤務公署（これに準ず

るものを含む。以下同じ。）の移転により退職した者であって任

命権者が知事の承認を得たものに対する退職手当の基本額は、退

職の日におけるその者の給料月額（以下「退職日給料月額」とい

う。）に、その者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に

掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。

(１) １年以上10年以下の期間については、１年につき100分の

125

(１) １年以上10年以下の期間については、１年につき100分の

125

(２) 11年以上15年以下の期間については、１年につき100分の

137.5

(２) 11年以上15年以下の期間については、１年につき100分の

137.5

(３) 16年以上24年以下の期間については、１年につき100分の

200

(３) 16年以上24年以下の期間については、１年につき100分の

200

２ 前項の規定は、11年以上25年未満の期間勤続した者で、通勤

（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第２条第２項

及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病によ

り退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、又は定

年に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（前項

の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額につい

２ 前項の規定は、11年以上25年未満の期間勤続した者で、通勤

（地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第２条第２項

及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）による傷病によ

り退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、又は定

年に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（前項

の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額につい
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て準用する。 て準用する。

（整理退職等の場合の退職手当の基本額） （整理退職等の場合の退職手当の基本額）

第５条 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職若

しくは過員を生ずることにより退職した者であって任命権者が知

事の承認を得たもの、公務上の傷病若しくは死亡により退職した

者又は25年以上勤続して退職した者（職員の定年等に関する条例

第２条の規定により退職した者（同条例第４条第１項の期限又は

同条第２項の規定により延長された期限の到来により退職した者

を含む。）若しくはこれに準ずる他の法令の規定により退職した

者、法律の規定に基づく任期を終えて退職した者又はその者の非

違によることなく勧奨を受けて退職した者若しくは勤務公署の移

転により退職した者であって任命権者が知事の承認を得たものに

限る。）に対する退職手当の基本額は、退職日給料月額に、その

者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗

じて得た額の合計額とする。

第５条 職制若しくは定数の改廃若しくは予算の減少により廃職若

しくは過員を生ずることにより退職した者であって任命権者が知

事の承認を得たもの、公務上の傷病若しくは死亡により退職した

者又は25年以上勤続して退職した者（職員の定年等に関する条例

第２条の規定により退職した者（同条例第４条第１項の期限又は

同条第２項の規定により延長された期限の到来により退職した者

を含む。）若しくはこれに準ずる他の法令の規定により退職した

者、法律の規定に基づく任期を終えて退職した者又はその者の非

違によることなく勧奨を受けて退職した者若しくは勤務公署の移

転により退職した者であって任命権者が知事の承認を得たものに

限る。）に対する退職手当の基本額は、退職日給料月額に、その

者の勤続期間を次の各号に区分して、当該各号に掲げる割合を乗

じて得た額の合計額とする。

(１) １年以上10年以下の期間については、１年につき100分の

150

(１) １年以上10年以下の期間については、１年につき100分の

150

(２) 11年以上25年以下の期間については、１年につき100分の

165

(２) 11年以上25年以下の期間については、１年につき100分の

165

(３) 26年以上34年以下の期間については、１年につき100分の

180

(３) 26年以上34年以下の期間については、１年につき100分の

180

(４) 35年以上の期間については、１年につき100分の10 (４) 35年以上の期間については、１年につき100分の10

２ 前項の規定は、25年以上勤続した者で、通勤による傷病により

退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、又は定年

に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（前項の

２ 前項の規定は、25年以上勤続した者で、通勤による傷病により

退職し、死亡（公務上の死亡を除く。）により退職し、又は定年

に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（前項の
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規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について

準用する。

規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について

準用する。

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額）

第６条の４ 退職した者に対する退職手当の調整額は、その者の基

礎在職期間（第５条の２第２項に規定する基礎在職期間をいう。

以下同じ。）の初日の属する月からその者の基礎在職期間の末日

の属する月までの各月（地方公務員法第27条及び第28条の規定に

よる休職（公務上の傷病（負傷又は病気をいう。以下この項にお

いて同じ。）による休職、通勤による傷病による休職及び職員を

地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）に規定する地方住

宅供給公社、地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する

地方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47

年法律第66号）に規定する土地開発公社（以下「地方公社」とい

う。）又は国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令第215

号。以下「施行令」という。）第６条第１項に規定する法人（退

職手当（これに相当する給与を含む。）に関する規程において、

職員が地方公社又はその法人の業務に従事するために休職され、

引き続いて地方公社又はその法人に使用される者となった場合に

おけるその者の在職期間の計算については、地方公社又はその法

人に使用される者としての在職期間はなかったものとすることと

定めているものに限る。第８条第５項において「休職指定法人」

という。）の業務に従事させるための休職を除く。）、地方公務

員法第29条の規定による停職、教育公務員特例法（昭和24年法律

第１号）第26条第１項の規定による大学院修学休業その他これら

に準ずる事由により現実に職務に従事することを要しない期間の

第６条の４ 退職した者に対する退職手当の調整額は、その者の基

礎在職期間（第５条の２第２項に規定する基礎在職期間をいう。

以下同じ。）の初日の属する月からその者の基礎在職期間の末日

の属する月までの各月（地方公務員法第27条及び第28条の規定に

よる休職（公務上の傷病（負傷又は病気をいう。以下この項にお

いて同じ。）による休職、通勤による傷病による休職及び職員を

地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）に規定する地方住

宅供給公社、地方道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する

地方道路公社若しくは公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47

年法律第66号）に規定する土地開発公社（以下「地方公社」とい

う。）又は国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令第215

号。以下「施行令」という。）第６条第１項に規定する法人（退

職手当（これに相当する給与を含む。）に関する規程において、

職員が地方公社又はその法人の業務に従事するために休職され、

引き続いて地方公社又はその法人に使用される者となった場合に

おけるその者の在職期間の計算については、地方公社又はその法

人に使用される者としての在職期間はなかったものとすることと

定めているものに限る。第８条第５項において「休職指定法人」

という。）の業務に従事させるための休職を除く。）、地方公務

員法第29条の規定による停職、教育公務員特例法（昭和24年法律

第１号）第26条第１項の規定による大学院修学休業その他これら

に準ずる事由により現実に職務に従事することを要しない期間の
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ある月（現実に職務に従事することを要する日のあった月を除

く。第７条第４項において「休職月等」という。）のうち人事委

員会規則で定めるものを除く。）ごとに、当該各月にその者が属

していた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に定める

額（以下この条において「調整月額」という。）のうちその額が

最も多いものから順次その順位を付し、その第１順位から第60順

位までの調整月額（当該各月の月数が60月に満たない場合には、

当該各月の調整月額）を合計した額とする。

ある月（現実に職務に従事することを要する日のあった月を除

く。第７条第４項において「休職月等」という。）のうち人事委

員会規則で定めるものを除く。）ごとに、当該各月にその者が属

していた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に定める

額（以下この条において「調整月額」という。）のうちその額が

最も多いものから順次その順位を付し、その第１順位から第60順

位までの調整月額（当該各月の月数が60月に満たない場合には、

当該各月の調整月額）を合計した額とする。

(１) 第１号区分 ５万円 (１) 第１号区分 ５万円

(２) 第２号区分 45,850円 (２) 第２号区分 45,850円

(３) 第３号区分 41,700円 (３) 第３号区分 41,700円

(４) 第４号区分 33,350円 (４) 第４号区分 33,350円

(５) 第５号区分 25,000円 (５) 第５号区分 25,000円

(６) 第６号区分 20,850円 (６) 第６号区分 20,850円

(７) 第７号区分 16,700円 (７) 第７号区分 16,700円

(８) 第８号区分 零 (８) 第８号区分 零

２ 略 ２ 略

３ 第１項各号に掲げる職員の区分は、職の職制上の段階、職務の

級、階級その他職員の職務の複雑、困難及び責任の度に関する事

項を考慮して、人事委員会規則で定める。

３ 第１項各号に掲げる職員の区分は、職の職制上の段階、職務の

級、階級その他職員の職務の複雑、困難及び責任の度に関する事

項を考慮して、人事委員会規則で定める。

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額は、第１項の規

定にかかわらず、当該各号に定める額とする。

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額は、第１項の規

定にかかわらず、当該各号に定める額とする。

(１) 退職した者のうち自己都合退職者以外の者でその勤続期間

が１年以上４年以下のもの 第１項の規定により計算した額の

２分の１に相当する額

(１) 退職した者のうち自己都合退職者以外の者でその勤続期間

が１年以上４年以下のもの 第１項の規定により計算した額の

２分の１に相当する額
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(２) 退職した者のうち自己都合退職者以外の者でその勤続期間

が零のもの 零

(２) 退職した者のうち自己都合退職者以外の者でその勤続期間

が零のもの 零

(３) 自己都合退職者でその勤続期間が10年以上24年以下のもの

第１項の規定により計算した額の２分の１に相当する額

(３) 自己都合退職者でその勤続期間が10年以上24年以下のもの

第１項の規定により計算した額の２分の１に相当する額

(４) 自己都合退職者でその勤続期間が９年以下のもの 零 (４) 自己都合退職者でその勤続期間が９年以下のもの 零

５ 前各項に定めるもののほか、調整月額のうちにその額が等しい

ものがある場合において調整月額に順位を付す方法その他の退職

手当の調整額の計算に関し必要な事項は、人事委員会規則で定め

る。

５ 前各項に定めるもののほか、調整月額のうちにその額が等しい

ものがある場合において調整月額に順位を付す方法その他の退職

手当の調整額の計算に関し必要な事項は、人事委員会規則で定め

る。

（勤続期間の計算） （勤続期間の計算）

第７条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は、職員とし

ての引き続いた在職期間による。

第７条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は、職員とし

て引き続いた在職期間による。

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となった日の属する

月から退職した日の属する月までの月数による。

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となった日の属する

月から退職した日の属する月までの月数による。

３ 職員が退職した場合（第12条第１項各号のいずれかに該当する

場合を除く。）において、その者が退職の日又はその翌日に再び

職員となったときは、前２項の規定による在職期間の計算につい

ては、引き続いて在職したものとみなす。

３ 職員が退職した場合（第12条第１項各号のいずれかに該当する

場合を除く。）において、その者が退職の日又はその翌日に再び

職員となったときは、前２項の規定による在職期間の計算につい

ては、引き続いて在職したものとみなす。

４ 前３項の規定による在職期間のうちに休職月等が１以上あった

ときは、その月数の２分の１に相当する月数（地方公務員法第55

条の２第１項ただし書に規定する事由又はこれに準ずる事由によ

り現実に職務に従事することを要しなかった期間については、そ

の月数）を前３項の規定により計算した在職期間から除算する。

４ 前３項の規定による在職期間のうちに休職月等が１以上あった

ときは、その月数の２分の１に相当する月数（地方公務員法第55

条の２第１項ただし書に規定する事由又はこれに準ずる事由によ

り現実に職務に従事することを要しなかった期間については、そ

の月数）を前３項の規定により計算した在職期間から除算する。

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員

以外の地方公務員又は国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職員

以外の地方公務員又は国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和
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28年法律第182号）第２条に規定する職員及び職員とみなされる

者をいう。以下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員等」とい

う。）が引き続いて職員となったとき（定員の減少又は組織の改

廃等により退職した国家公務員が引き続いて職員となったときを

除く。）におけるその者の職員以外の地方公務員等としての引き

続いた在職期間を含むものとする。この場合において、その者の

職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間について

は、前各項の規定を準用して計算するほか、次に掲げる期間をそ

の者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間とし

て計算するものとする。ただし、退職により、この条例の規定に

よる退職手当に相当する給与の支給を受けているときは、当該給

与の計算の基礎となった在職期間（当該給与の計算の基礎となる

べき在職期間がその者が在職した地方公共団体等の退職手当に関

する規定又は特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成

15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法

人をいう。第２号において同じ。）の退職手当の支給の基準（同

法第48条第２項又は第51条第２項に規定する基準をいう。同号及

び第29条第２項において同じ。）において明確に定められていな

い場合においては、当該給与の額を退職の日におけるその者の給

料月額で除して得た数に12を乗じて得た数（１未満の端数を生じ

たときは、当該端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、その

者の職員としての引き続いた在職期間には含まないものとする。

28年法律第182号）第２条に規定する職員及び職員とみなされる

者をいう。以下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員等」とい

う。）が引き続いて職員となったとき（定員の減少又は組織の改

廃等により退職した国家公務員が引き続いて職員となったときを

除く。）におけるその者の職員以外の地方公務員等としての引き

続いた在職期間を含むものとする。この場合において、その者の

職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間について

は、前各項の規定を準用して計算するほか、次に掲げる期間をそ

の者の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間とし

て計算するものとする。ただし、退職により、この条例の規定に

よる退職手当に相当する給与の支給を受けているときは、当該給

与の計算の基礎となった在職期間（当該給与の計算の基礎となる

べき在職期間がその者が在職した地方公共団体等の退職手当に関

する規定又は特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成

15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法

人をいう。第２号において同じ。）の退職手当の支給の基準（同

法第48条第２項又は第51条第２項に規定する基準をいう。同号及

び第29条第２項において同じ。）において明確に定められていな

い場合においては、当該給与の額を退職の日におけるその者の給

料月額で除して得た数に12を乗じて得た数（１未満の端数を生じ

たときは、当該端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、その

者の職員としての引き続いた在職期間には含まないものとする。

(１) 職員が、第29条第２項の規定により退職手当を支給されな

いで職員以外の地方公務員等となり、引き続いて職員以外の地

方公務員等として在職した後引き続いて職員となった場合にお

(１) 職員が、第29条第２項の規定により退職手当を支給されな

いで職員以外の地方公務員等となり、引き続いて職員以外の地

方公務員等として在職した後引き続いて職員となった場合にお
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いては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期から職員

以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間の終期までの

期間

いては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期から職員

以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間の終期までの

期間

(２) 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「地方

公共団体等」という。）で、退職手当に関する規定又は退職手

当の支給の基準において、当該地方公共団体等以外の地方公共

団体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立

行政法人（地方独立行政法人法第８条第１項第５号に規定する

一般地方独立行政法人をいう。以下この号において同じ。）、

地方公社若しくは公庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第

１項に規定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方

独立行政法人等」という。）に使用される者（役員及び常時勤

務に服することを要しない者を除く。以下「一般地方独立行政

法人等職員」という。）が、任命権者若しくはその委任を受け

た者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支

給されないで、引き続いて当該地方公共団体等の公務員となっ

た場合に、当該地方公共団体等以外の地方公共団体若しくは特

定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立行政法人等職員

としての勤続期間を当該地方公共団体等の公務員としての勤続

期間に通算することと定めているものの公務員（以下「特定地

方公務員」という。）が、任命権者又はその委任を受けた者の

要請に応じ、引き続いて一般地方独立行政法人又は地方公社

で、退職手当（これに相当する給与を含む。以下この項におい

て同じ。）に関する規程において、地方公務員又は他の一般地

方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任を受けた

(２) 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「地方

公共団体等」という。）で、退職手当に関する規定又は退職手

当の支給の基準において、当該地方公共団体等以外の地方公共

団体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立

行政法人（地方独立行政法人法第８条第１項第５号に規定する

一般地方独立行政法人をいう。以下この号において同じ。）、

地方公社若しくは公庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第

１項に規定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方

独立行政法人等」という。）に使用される者（役員及び常時勤

務に服することを要しない者を除く。以下「一般地方独立行政

法人等職員」という。）が、任命権者若しくはその委任を受け

た者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支

給されないで、引き続いて当該地方公共団体等の公務員となっ

た場合に、当該地方公共団体等以外の地方公共団体若しくは特

定地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立行政法人等職員

としての勤続期間を当該地方公共団体等の公務員としての勤続

期間に通算することと定めているものの公務員（以下「特定地

方公務員」という。）が、任命権者又はその委任を受けた者の

要請に応じ、引き続いて一般地方独立行政法人又は地方公社

で、退職手当（これに相当する給与を含む。以下この項におい

て同じ。）に関する規程において、地方公務員又は他の一般地

方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任を受けた
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者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給

されないで、引き続いて当該一般地方独立行政法人又は地方公

社に使用される者となった場合に、地方公務員又は他の一般地

方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該一般地方独立行

政法人又は地方公社に使用される者としての勤続期間に通算す

ることと定めているものに使用される者（役員及び常時勤務に

服することを要しない者を除く。以下この条においてそれぞれ

「特定一般地方独立行政法人職員」又は「特定地方公社職員」

という。）となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独

立行政法人職員又は特定地方公社職員として在職した後引き続

いて再び特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職

員以外の地方公務員として在職した後更に引き続いて職員とな

った場合においては、先の職員以外の地方公務員としての引き

続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方公務員としての

引き続いた在職期間の終期までの期間

者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給

されないで、引き続いて当該一般地方独立行政法人又は地方公

社に使用される者となった場合に、地方公務員又は他の一般地

方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該一般地方独立行

政法人又は地方公社に使用される者としての勤続期間に通算す

ることと定めているものに使用される者（役員及び常時勤務に

服することを要しない者を除く。以下この条においてそれぞれ

「特定一般地方独立行政法人職員」又は「特定地方公社職員」

という。）となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独

立行政法人職員又は特定地方公社職員として在職した後引き続

いて再び特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職

員以外の地方公務員として在職した後更に引き続いて職員とな

った場合においては、先の職員以外の地方公務員としての引き

続いた在職期間の始期から後の職員以外の地方公務員としての

引き続いた在職期間の終期までの期間

(３) 特定地方公務員又は国家公務員が、任命権者又はその委任

を受けた者の要請に応じ、引き続いて公庫等で、退職手当に関

する規程において、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人

等職員が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方

独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引

き続いて当該公庫等に使用される者となった場合に、地方公務

員又は他の一般地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当

該公庫等に使用される者としての勤続期間に通算することと定

めているものに使用される者（役員及び常時勤務に服すること

を要しない者を除く。以下「特定公庫等職員」という。）とな

(３) 特定地方公務員又は国家公務員が、任命権者又はその委任

を受けた者の要請に応じ、引き続いて公庫等で、退職手当に関

する規程において、地方公務員又は他の一般地方独立行政法人

等職員が、任命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地方

独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給されないで、引

き続いて当該公庫等に使用される者となった場合に、地方公務

員又は他の一般地方独立行政法人等職員としての勤続期間を当

該公庫等に使用される者としての勤続期間に通算することと定

めているものに使用される者（役員及び常時勤務に服すること

を要しない者を除く。以下「特定公庫等職員」という。）とな
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るため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した

後引き続いて再び特定地方公務員又は国家公務員となるため退

職し、かつ、引き続き職員以外の地方公務員等として在職した

後更に引き続いて職員となった場合においては、先の職員以外

の地方公務員等としての引き続いた在職期間の始期から後の職

員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間の終期まで

の期間

るため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した

後引き続いて再び特定地方公務員又は国家公務員となるため退

職し、かつ、引き続き職員以外の地方公務員等として在職した

後更に引き続いて職員となった場合においては、先の職員以外

の地方公務員等としての引き続いた在職期間の始期から後の職

員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間の終期まで

の期間

(４) 特定一般地方独立行政法人職員、特定地方公社職員又は特

定公庫等職員（以下「特定一般地方独立行政法人等職員」とい

う。）が、一般地方独立行政法人等の要請に応じ、引き続いて

特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員以外の

地方公務員として在職した後引き続いて職員となった場合にお

いては、特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた

在職期間の始期から職員以外の地方公務員としての引き続いた

在職期間の終期までの期間

(４) 特定一般地方独立行政法人職員、特定地方公社職員又は特

定公庫等職員（以下「特定一般地方独立行政法人等職員」とい

う。）が、一般地方独立行政法人等の要請に応じ、引き続いて

特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員以外の

地方公務員として在職した後引き続いて職員となった場合にお

いては、特定一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた

在職期間の始期から職員以外の地方公務員としての引き続いた

在職期間の終期までの期間

(５) 特定公庫等職員が、公庫等の要請に応じ、引き続いて国家

公務員となるため退職し、かつ、引き続き国家公務員として在

職した後引き続いて職員となった場合においては、特定公庫等

職員としての引き続いた在職期間の始期から国家公務員として

の引き続いた在職期間の終期までの期間

(５) 特定公庫等職員が、公庫等の要請に応じ、引き続いて国家

公務員となるため退職し、かつ、引き続き国家公務員として在

職した後引き続いて職員となった場合においては、特定公庫等

職員としての引き続いた在職期間の始期から国家公務員として

の引き続いた在職期間の終期までの期間

(６) 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、

特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職し、かつ、引

き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職した後引き

続いて特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員

以外の地方公務員として在職した後引き続いて職員となった場

(６) 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、

特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職し、かつ、引

き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職した後引き

続いて特定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員

以外の地方公務員として在職した後引き続いて職員となった場
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合においては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期か

ら職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間の終期ま

での期間

合においては、先の職員としての引き続いた在職期間の始期か

ら職員以外の地方公務員としての引き続いた在職期間の終期ま

での期間

(７) 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、

特定公庫等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定公庫等

職員として在職した後引き続いて国家公務員となるため退職

し、かつ、引き続き国家公務員として在職した後引き続いて職

員となった場合においては、先の職員としての引き続いた在職

期間の始期から国家公務員としての引き続いた在職期間の終期

までの期間

(７) 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、

特定公庫等職員となるため退職し、かつ、引き続き特定公庫等

職員として在職した後引き続いて国家公務員となるため退職

し、かつ、引き続き国家公務員として在職した後引き続いて職

員となった場合においては、先の職員としての引き続いた在職

期間の始期から国家公務員としての引き続いた在職期間の終期

までの期間

６ 移行型一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第59条第２

項に規定する移行型一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）

の成立の日の前日に特定地方公務員として在職し、同項の規定に

より引き続いて特定一般地方独立行政法人職員となった者に対す

る前項第２号の規定の適用については、同条第２項の規定により

地方公務員としての身分を失ったことを任命権者の要請に応じ特

定一般地方独立行政法人職員となるため退職したこととみなす。

６ 移行型一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第59条第２

項に規定する移行型一般地方独立行政法人をいう。以下同じ。）

の成立の日の前日に特定地方公務員として在職し、同項の規定に

より引き続いて特定一般地方独立行政法人職員となった者に対す

る前項第２号の規定の適用については、同条第２項の規定により

地方公務員としての身分を失ったことを任命権者の要請に応じ特

定一般地方独立行政法人職員となるため退職したこととみなす。

７ 前各項の規定により計算した在職期間に１年未満の端数がある

場合には、当該端数を切り捨てる。ただし、当該在職期間が６月

以上１年未満（第３条第１項（傷病又は死亡による退職に係る部

分に限る。）、第４条第１項又は第５条第１項の規定により退職

手当の基本額を計算する場合にあっては、１年未満）の場合に

は、これを１年とする。

７ 前各項の規定により計算した在職期間に１年未満の端数がある

場合には、当該端数を切り捨てる。ただし、当該在職期間が６月

以上１年未満（第３条第１項（傷病又は死亡による退職に係る部

分に限る。）、第４条第１項又は第５条第１項の規定により退職

手当の基本額を計算する場合にあっては、１年未満）の場合に

は、これを１年とする。

８・９ 略 ８・９ 略

（勤続期間の計算の特例）

13/39



第７条の２ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の算定の基礎と

なる勤続期間の計算については、当該各号に掲げる期間は、前条

第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなす。

(１) 第２条第２項に規定する者 その者の同項に規定する勤務

した月が引き続いて12月を超えるに至るまでのその引き続いて

勤務した期間

(２) 第２条第２項に規定する者以外の常時勤務に服することを

要しない者のうち、同項に規定する勤務した月が引き続いて12

月を超えるに至るまでの間に引き続いて職員となり、通算して

12月を超える期間勤務した者 その職員となる前の引き続いて

勤務した期間

第７条の３ 第７条第５項に規定する職員以外の地方公務員等とし

ての引き続いた在職期間には、第２条第２項に規定する者に相当

する職員以外の地方公務員等としての引き続いた在職期間を含む

ものとする。

２ 前条の規定は、職員以外の地方公務員等であった者に対する退

職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算について準用する。

（一般地方独立行政法人等から復帰した職員等の在職期間の計

算）

（一般地方独立行政法人等から復帰した職員等の在職期間の計

算）

第８条 職員のうち、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ、引き続いて特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職

し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職

した後引き続いて再び職員となった者の第７条第１項の規定によ

る在職期間の計算については、先の職員としての在職期間の始期

から後の職員としての在職期間の終期までの期間は、職員として

第８条 職員のうち、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ、引き続いて特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職

し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員として在職

した後引き続いて再び職員となった者の前条第１項の規定による

在職期間の計算については、先の職員としての在職期間の始期か

ら後の職員としての在職期間の終期までの期間は、職員としての
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の引き続いた在職期間とみなす。 引き続いた在職期間とみなす。

２ 特定一般地方独立行政法人等職員が、一般地方独立行政法人等

の要請に応じ、引き続いて職員となるため退職し、かつ、引き続

いて職員となった場合におけるその者の第７条第１項に規定する

職員としての引き続いた在職期間には、その者の特定一般地方独

立行政法人等職員としての引き続いた在職期間を含むものとす

る。

２ 特定一般地方独立行政法人等職員が、一般地方独立行政法人等

の要請に応じ、引き続いて職員となるため退職し、かつ、引き続

いて職員となった場合におけるその者の前条第１項に規定する職

員としての引き続いた在職期間には、その者の特定一般地方独立

行政法人等職員としての引き続いた在職期間を含むものとする。

３ 前２項の場合における特定一般地方独立行政法人等職員として

の引き続いた在職期間については、第７条（第５項及び第６項を

除く。）の規定を準用して計算するほか、次に掲げる期間を特定

一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間として

計算するものとする。

３ 前２項の場合における特定一般地方独立行政法人等職員として

の引き続いた在職期間については、前条（第５項及び第６項を除

く。）の規定を準用して計算するほか、次に掲げる期間を特定一

般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間として計

算するものとする。

(１)～(６) 略 (１)～(６) 略

４ 略 ４ 略

５ 休職指定法人に使用される者が、その身分を保有したまま引き

続いて職員となった場合におけるその者の第７条第１項の規定に

よる在職期間の計算については、職員としての在職期間は、なか

ったものとみなす。ただし、人事委員会規則で定める場合におい

ては、この限りでない。

５ 休職指定法人に使用される者が、その身分を保有したまま引き

続いて職員となった場合におけるその者の前条第１項の規定によ

る在職期間の計算については、職員としての在職期間は、なかっ

たものとみなす。ただし、人事委員会規則で定める場合において

は、この限りでない。

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当）

第10条 勤続期間12月以上（特定退職者（雇用保険法（昭和49年法

律第116号）第23条第２項に規定する特定受給資格者に相当する

者として人事委員会規則で定める者をいう。以下この条において

同じ。）にあっては、６月以上）で退職した職員（第５項の規定

に該当する者を除く。）であって、第１号に掲げる額が第２号に

第10条 勤続期間12月以上（特定退職者（雇用保険法（昭和49年法

律第116号）第23条第２項に規定する特定受給資格者に相当する

者として人事委員会規則で定める者をいう。以下この条において

同じ。）にあっては、６月以上）で退職した職員（第５項の規定

に該当する者を除く。）であって、第１号に掲げる額が第２号に
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掲げる額に満たないものが、当該退職した職員を同法第15条第１

項に規定する受給資格者と、当該退職した職員の基準勤続期間の

年月数を同法第22条第３項に規定する算定基礎期間の年月数と、

当該退職の日を同法第20条第１項第１号に規定する離職の日と、

特定退職者を同法第23条第２項に規定する特定受給資格者とみな

して同法第20条第１項の規定を適用した場合における同項各号に

掲げる受給資格者の区分に応じ、当該各号に定める期間（当該期

間内に妊娠、出産、育児その他人事委員会規則で定める理由によ

り引き続き30日以上職業に就くことができない者が、人事委員会

規則で定めるところにより知事にその旨を申し出た場合には、当

該理由により職業に就くことができない日数を加算するものと

し、その加算された期間が４年を超えるときは、４年とする。第

３項において「支給期間」という。）内に失業している場合にお

いて、第１号に規定する一般の退職手当等の額を第２号に規定す

る基本手当の日額で除して得た数（１未満の端数があるときは、

当該端数を切り捨てる。）に等しい日数（以下この条において

「待期日数」という。）を超えて失業しているときは、第１号に

規定する一般の退職手当等のほか、その超える部分の失業の日に

つき第２号に規定する基本手当の日額に相当する金額を、退職手

当として、同法の規定による基本手当の支給の条件に従い支給す

る。ただし、同号に規定する所定給付日数から待期日数を減じた

日数分を超えては支給しない。

掲げる額に満たないものが、当該退職した職員を同法第15条第１

項に規定する受給資格者と、当該退職した職員の基準勤続期間の

年月数を同法第22条第３項に規定する算定基礎期間の年月数と、

当該退職の日を同法第20条第１項第１号に規定する離職の日と、

特定退職者を同法第23条第２項に規定する特定受給資格者とみな

して同法第20条第１項の規定を適用した場合における同項各号に

掲げる受給資格者の区分に応じ、当該各号に定める期間（当該期

間内に妊娠、出産、育児その他人事委員会規則で定める理由によ

り引き続き30日以上職業に就くことができない者が、人事委員会

規則で定めるところにより知事にその旨を申し出た場合には、当

該理由により職業に就くことができない日数を加算するものと

し、その加算された期間が４年を超えるときは、４年とする。第

３項において「支給期間」という。）内に失業している場合にお

いて、第１号に規定する一般の退職手当等の額を第２号に規定す

る基本手当の日額で除して得た数（１未満の端数があるときは、

当該端数を切り捨てる。）に等しい日数（以下この条において

「待期日数」という。）を超えて失業しているときは、第１号に

規定する一般の退職手当等のほか、その超える部分の失業の日に

つき第２号に規定する基本手当の日額に相当する金額を、退職手

当として、同法の規定による基本手当の支給の条件に従い支給す

る。ただし、同号に規定する所定給付日数から待期日数を減じた

日数分を超えては支給しない。

(１) その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当

等の額

(１) その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当

等の額

(２) その者を雇用保険法第15条第１項に規定する受給資格者 (２) その者を雇用保険法第15条第１項に規定する受給資格者
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と、その者の基準勤続期間を同法第17条第１項に規定する被保

険者期間と、当該退職の日を同法第20条第１項第１号に規定す

る離職の日と、その者の基準勤続期間の年月数を同法第22条第

３項に規定する算定基礎期間の年月数とみなして同法の規定を

適用した場合に、同法第16条の規定によりその者が支給を受け

ることができる基本手当の日額にその者に係る同法第22条第１

項に規定する所定給付日数（以下この条において「所定給付日

数」という。）を乗じて得た額

と、その者の基準勤続期間を同法第17条第１項に規定する被保

険者期間と、当該退職の日を同法第20条第１項第１号に規定す

る離職の日と、その者の基準勤続期間の年月数を同法第22条第

３項に規定する算定基礎期間の年月数とみなして同法の規定を

適用した場合に、同法第16条の規定によりその者が支給を受け

ることができる基本手当の日額にその者に係る同法第22条第１

項に規定する所定給付日数（以下この条において「所定給付日

数」という。）を乗じて得た額

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期間をいう。この

場合において、当該勤続期間に係る職員となった日前に職員又は

職員以外の者で職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が18日以上ある月が１月以上あるもの（季節的業務に４箇

月以内の期間を定めて雇用され、又は季節的に４箇月以内の期間

を定めて雇用されていた者にあっては、引き続き当該所定の期間

を超えて勤務したものに限る。）であった者（以下この項におい

て「職員等」という。）であったことがあるものについては、当

該職員等であった期間を含むものとし、当該勤続期間又は当該職

員等であった期間に次の各号に掲げる期間が含まれているとき

は、当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間を除く。

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期間をいう。この

場合において、当該勤続期間に係る職員となった日前に職員又は

職員以外の者で職員について定められている勤務時間以上勤務し

た日（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則によ

り、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含

む。）が18日以上ある月が１月以上あるもの（季節的業務に４箇

月以内の期間を定めて雇用され、又は季節的に４箇月以内の期間

を定めて雇用されていた者にあっては、引き続き当該所定の期間

を超えて勤務したものに限る。）であった者（以下この項におい

て「職員等」という。）であったことがあるものについては、当

該職員等であった期間を含むものとし、当該勤続期間又は当該職

員等であった期間に次の各号に掲げる期間が含まれているとき

は、当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間を除く。

(１) 当該勤続期間又は当該職員等であった期間に係る職員等と

なった日の直前の職員等でなくなった日が当該職員等となった

日前１年の期間内にないときは、当該直前の職員等でなくなっ

た日前の職員等であった期間

(１) 当該勤続期間又は当該職員等であった期間に係る職員等と

なった日の直前の職員等でなくなった日が当該職員等となった

日前１年の期間内にないときは、当該直前の職員等でなくなっ

た日前の職員等であった期間
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(２) 当該勤続期間に係る職員等となった日前に退職手当の支給

を受けたことのある職員については、当該退職手当の支給に係

る退職の日以前の職員等であった期間

(２) 当該勤続期間に係る職員等となった日前に退職手当の支給

を受けたことのある職員については、当該退職手当の支給に係

る退職の日以前の職員等であった期間

３ 勤続期間12月以上（特定退職者にあっては、６月以上）で退職

した職員（第６項の規定に該当する者を除く。）が支給期間内に

失業している場合において、退職した者が一般の退職手当等の支

給を受けないときは、その失業の日につき第１項第２号の規定の

例によりその者につき雇用保険法の規定を適用した場合にその者

が支給を受けることができる基本手当の日額に相当する金額を、

退職手当として、同法の規定による基本手当の支給の条件に従い

支給する。ただし、同号の規定の例によりその者につき同法の規

定を適用した場合におけるその者に係る所定給付日数に相当する

日数分を超えては支給しない。

３ 勤続期間12月以上（特定退職者にあっては、６月以上）で退職

した職員（第６項の規定に該当する者を除く。）が支給期間内に

失業している場合において、退職した者が一般の退職手当等の支

給を受けないときは、その失業の日につき第１項第２号の規定の

例によりその者につき雇用保険法の規定を適用した場合にその者

が支給を受けることができる基本手当の日額に相当する金額を、

退職手当として、同法の規定による基本手当の支給の条件に従い

支給する。ただし、同号の規定の例によりその者につき同法の規

定を適用した場合におけるその者に係る所定給付日数に相当する

日数分を超えては支給しない。

４ 第１項及び前項の規定による退職手当の支給に係る退職が定年

に達したことその他の人事委員会規則で定める理由によるもので

ある職員が、当該退職後一定の期間求職の申込みをしないことを

希望する場合において、人事委員会規則で定めるところにより、

知事にその旨を申し出たときは、第１項中「当該各号に定める期

間（当該期間内」とあるのは「当該各号に定める期間と求職の申

込みをしないことを希望する一定の期間（１年を限度とする。）

に相当する期間とを合算した期間（当該求職の申込みをしないこ

とを希望する一定の期間内に求職の申込みをしたときは、当該各

号に定める期間に当該退職の日の翌日から当該求職の申込みをし

た日の前日までの期間に相当する期間を加算した期間。以下この

項において同じ。）（当該合算した期間内」と、前項中「支給期

４ 第１項及び前項の規定による退職手当の支給に係る退職が定年

に達したことその他の人事委員会規則で定める理由によるもので

ある職員が、当該退職後一定の期間求職の申込みをしないことを

希望する場合において、人事委員会規則で定めるところにより、

知事にその旨を申し出たときは、第１項中「当該各号に定める期

間（当該期間内」とあるのは「当該各号に定める期間と求職の申

込みをしないことを希望する一定の期間（１年を限度とする。）

に相当する期間とを合算した期間（当該求職の申込みをしないこ

とを希望する一定の期間内に求職の申込みをしたときは、当該各

号に定める期間に当該退職の日の翌日から当該求職の申込みをし

た日の前日までの期間に相当する期間を加算した期間。以下この

項において同じ。）（当該合算した期間内」と、前項中「支給期
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間」とあるのは「次項において読み替えられた第１項に規定する

支給期間」とする。

間」とあるのは「次項において読み替えられた第１項に規定する

支給期間」とする。

５ 勤続期間６月以上で退職した職員であって、その者を雇用保険

法第４条第１項に規定する被保険者とみなしたならば同法第37条

の２第１項に規定する高年齢被保険者に該当するもののうち、第

１号に掲げる額が第２号に掲げる額に満たないものが退職の日後

失業している場合には、一般の退職手当等のほか、第２号に掲げ

る額から第１号に掲げる額を減じた額に相当する金額を、退職手

当として、同法の規定による高年齢求職者給付金の支給の条件に

従い支給する。

５ 勤続期間６月以上で退職した職員であって、その者を雇用保険

法第４条第１項に規定する被保険者とみなしたならば同法第37条

の２第１項に規定する高年齢被保険者に該当するもののうち、第

１号に掲げる額が第２号に掲げる額に満たないものが退職の日後

失業している場合には、一般の退職手当等のほか、第２号に掲げ

る額から第１号に掲げる額を減じた額に相当する金額を、退職手

当として、同法の規定による高年齢求職者給付金の支給の条件に

従い支給する。

(１) その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当

等の額

(１) その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当

等の額

(２) その者を雇用保険法第37条の３第２項に規定する高年齢受

給資格者と、その者の基準勤続期間（第２項に規定する基準勤

続期間をいう。以下この号において同じ。）を同法第17条第１

項に規定する被保険者期間と、当該退職の日を同法第20条第１

項第１号に規定する離職の日と、その者の基準勤続期間の年月

数を同法第37条の４第３項の規定による期間の年月数とみなし

て同法の規定を適用した場合に、その者が支給を受けることが

できる高年齢求職者給付金の額に相当する額

(２) その者を雇用保険法第37条の３第２項に規定する高年齢受

給資格者と、その者の基準勤続期間（第２項に規定する基準勤

続期間をいう。以下この号において同じ。）を同法第17条第１

項に規定する被保険者期間と、当該退職の日を同法第20条第１

項第１号に規定する離職の日と、その者の基準勤続期間の年月

数を同法第37条の４第３項の規定による期間の年月数とみなし

て同法の規定を適用した場合に、その者が支給を受けることが

できる高年齢求職者給付金の額に相当する額

６ 勤続期間６月以上で退職した職員であって、その者を雇用保険

法第４条第１項に規定する被保険者とみなしたならば同法第37条

の２第１項に規定する高年齢被保険者に該当するものが退職の日

後失業している場合において、退職した者が一般の退職手当等の

支給を受けないときは、前項第２号の規定の例によりその者につ

６ 勤続期間６月以上で退職した職員であって、その者を雇用保険

法第４条第１項に規定する被保険者とみなしたならば同法第37条

の２第１項に規定する高年齢被保険者に該当するものが退職の日

後失業している場合において、退職した者が一般の退職手当等の

支給を受けないときは、前項第２号の規定の例によりその者につ
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き同法の規定を適用した場合にその者が支給を受けることができ

る高年齢求職者給付金の額に相当する金額を、退職手当として、

同法の規定による高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給す

る。

き同法の規定を適用した場合にその者が支給を受けることができ

る高年齢求職者給付金の額に相当する金額を、退職手当として、

同法の規定による高年齢求職者給付金の支給の条件に従い支給す

る。

７ 第１項又は第３項に規定する場合のほか、これらの規定による

退職手当の支給を受ける者に対しては、次に掲げる場合には、雇

用保険法第24条から第28条までの規定による基本手当の支給の例

により、当該基本手当の支給の条件に従い、第１項又は第３項の

退職手当を支給することができる。

７ 第１項又は第３項に規定する場合のほか、これらの規定による

退職手当の支給を受ける者に対しては、次に掲げる場合には、雇

用保険法第24条から第28条までの規定による基本手当の支給の例

により、当該基本手当の支給の条件に従い、第１項又は第３項の

退職手当を支給することができる。

(１) その者が知事が雇用保険法の規定の例により指示した同法

第24条第１項に規定する公共職業訓練等を受ける場合

(１) その者が知事が雇用保険法の規定の例により指示した同法

第24条第１項に規定する公共職業訓練等を受ける場合

(２) その者が次のいずれかに該当する場合 (２) その者が次のいずれかに該当する場合

ア 特定退職者であって、雇用保険法第24条の２第１項各号に

掲げる者に相当する者として人事委員会規則で定める者のい

ずれかに該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準に照

らして再就職を促進するために必要な職業安定法（昭和22年

法律第141号）第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの

ア 特定退職者であって、雇用保険法第24条の２第１項各号に

掲げる者に相当する者として人事委員会規則で定める者のい

ずれかに該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準に照

らして再就職を促進するために必要な職業安定法（昭和22年

法律第141号）第４条第４項に規定する職業指導を行うこと

が適当であると認めたもの

イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として人事委員会規則で定め

る者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項

に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの

イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項

第２号に掲げる者に相当する者として人事委員会規則で定め

る者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項

に規定する職業指導を行うことが適当であると認めたもの

(３) 厚生労働大臣が雇用保険法第25条第１項の規定による措置 (３) 厚生労働大臣が雇用保険法第25条第１項の規定による措置
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を決定した場合 を決定した場合

(４) 厚生労働大臣が雇用保険法第27条第１項の規定による措置

を決定した場合

(４) 厚生労働大臣が雇用保険法第27条第１項の規定による措置

を決定した場合

８ 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、

第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、それぞれ当

該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法の規定によ

る技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費又

は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。

８ 第１項、第３項及び第５項から前項までに定めるもののほか、

第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者で次の各号の規定に該当するものに対しては、それぞれ当

該各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法の規定によ

る技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費又

は求職活動支援費の支給の条件に従い支給する。

(１) 知事が雇用保険法の規定の例により指示した同法第36条第

１項に規定する公共職業訓練等を受けている者 同条第４項に

規定する技能習得手当の額に相当する金額

(１) 知事が雇用保険法の規定の例により指示した同法第36条第

１項に規定する公共職業訓練等を受けている者 同条第４項に

規定する技能習得手当の額に相当する金額

(２) 前号に規定する公共職業訓練等を受けるため、その者によ

り生計を維持されている同居の親族（届出をしていないが、事

実上その者と婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）と別居

して寄宿する者 雇用保険法第36条第４項に規定する寄宿手当

の額に相当する金額

(２) 前号に規定する公共職業訓練等を受けるため、その者によ

り生計を維持されている同居の親族（届出をしていないが、事

実上その者と婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）と別居

して寄宿する者 雇用保険法第36条第４項に規定する寄宿手当

の額に相当する金額

(３) 退職後公共職業安定所に出頭し、求職の申込みをした後に

おいて、疾病又は負傷のために職業に就くことができない者

雇用保険法第37条第３項に規定する傷病手当の日額に相当する

金額

(３) 退職後公共職業安定所に出頭し、求職の申込みをした後に

おいて、疾病又は負傷のために職業に就くことができない者

雇用保険法第37条第３項に規定する傷病手当の日額に相当する

金額

(４) 職業に就いた者 雇用保険法第56条の３第３項に規定する

就業促進手当の額に相当する金額

(４) 職業に就いた者 雇用保険法第56条の３第３項に規定する

就業促進手当の額に相当する金額

(５) 公共職業安定所、職業安定法第４条第８項に規定する特定

地方公共団体若しくは同法第18条の２に規定する職業紹介事業

(５) 公共職業安定所、職業安定法第４条第８項に規定する特定

地方公共団体若しくは同法第18条の２に規定する職業紹介事業
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者の紹介した職業に就くため、又は知事が雇用保険法の規定の

例により指示した同法第58条第１項に規定する公共職業訓練等

を受けるため、その住所又は居所を変更する者 同条第２項に

規定する移転費の額に相当する金額

者の紹介した職業に就くため、又は知事が雇用保険法の規定の

例により指示した同法第58条第１項に規定する公共職業訓練等

を受けるため、その住所又は居所を変更する者 同条第２項に

規定する移転費の額に相当する金額

(６) 求職活動に伴い雇用保険法第59条第１項各号のいずれかに

該当する行為をする者 同条第２項に規定する求職活動支援費

の額に相当する金額

(６) 求職活動に伴い雇用保険法第59条第１項各号のいずれかに

該当する行為をする者 同条第２項に規定する求職活動支援費

の額に相当する金額

９ 前項第３号に掲げる退職手当は、所定給付日数から待期日数及

び第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けた日数を

控除した日数を超えては支給しない。

９ 前項第３号に掲げる退職手当は、所定給付日数から待期日数及

び第１項又は第３項の規定による退職手当の支給を受けた日数を

控除した日数を超えては支給しない。

10 第８項第３号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１

項、第３項又は第８項の規定の適用については、当該支給があっ

た金額に相当する日数分の第１項又は第３項の規定による退職手

当の支給があったものとみなす。

10 第８項第３号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１

項、第３項又は第８項の規定の適用については、当該支給があっ

た金額に相当する日数分の第１項又は第３項の規定による退職手

当の支給があったものとみなす。

11 第８項第４号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１

項、第３項又は第８項の規定の適用については、次の各号に掲げ

る退職手当ごとに、当該各号に定める日数分の第１項又は第３項

の規定による退職手当の支給があったものとみなす。

11 第８項第４号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１

項、第３項又は第８項の規定の適用については、次の各号に掲げ

る退職手当ごとに、当該各号に定める日数分の第１項又は第３項

の規定による退職手当の支給があったものとみなす。

(１) 雇用保険法第56条の３第１項第１号イに該当する者に係る

就業促進手当に相当する退職手当 当該退職手当の支給を受け

た日数に相当する日数

(１) 雇用保険法第56条の３第１項第１号イに該当する者に係る

就業促進手当に相当する退職手当 当該退職手当の支給を受け

た日数に相当する日数

(２) 雇用保険法第56条の３第１項第１号ロに該当する者に係る

就業促進手当に相当する退職手当 当該就業促進手当について

同条第５項の規定により基本手当を支給したものとみなされる

日数に相当する日数

(２) 雇用保険法第56条の３第１項第１号ロに該当する者に係る

就業促進手当に相当する退職手当 当該就業促進手当について

同条第５項の規定により基本手当を支給したものとみなされる

日数に相当する日数
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12 第８項の規定は、第５項又は第６項の規定による退職手当の支

給を受けることができる者（第５項又は第６項の規定により退職

手当の支給を受けた者であって、当該退職手当の支給に係る退職

の日の翌日から起算して１年を経過していないものを含む。）に

ついて準用する。この場合において、第８項中「次の各号」とあ

るのは「第４号から第６号まで」と、「技能習得手当、寄宿手

当、傷病手当、就業促進手当」とあるのは「就業促進手当」と読

み替えるものとする。

12 第８項の規定は、第５項又は第６項の規定による退職手当の支

給を受けることができる者（第５項又は第６項の規定により退職

手当の支給を受けた者であって、当該退職手当の支給に係る退職

の日の翌日から起算して１年を経過していないものを含む。）に

ついて準用する。この場合において、第８項中「次の各号」とあ

るのは「第４号から第６号まで」と、「技能習得手当、寄宿手

当、傷病手当、就業促進手当」とあるのは「就業促進手当」と読

み替えるものとする。

13 偽りその他不正の行為によって第１項、第３項及び第５項から

第８項までの規定による退職手当の支給を受けた者がある場合に

は、雇用保険法第10条の４の規定の例による。

13 偽りその他不正の行為によって第１項、第３項及び第５項から

第８項までの規定による退職手当の支給を受けた者がある場合に

は、雇用保険法第10条の４の規定の例による。

14 前各項の規定は、地方公務員法第22条の２第１項各号に掲げる

職員及び臨時的任用職員については適用しない。

14 前各項の規定は、地方公務員法第22条第２項の規定による臨時

的任用職員については適用しない。

15 この条の規定による退職手当は、雇用保険法の規定によるこれ

に相当する給付の支給を受ける者に対して支給してはならない。

15 この条の規定による退職手当は、雇用保険法の規定によるこれ

に相当する給付の支給を受ける者に対して支給してはならない。

（退職手当の特例）

第30条 削除 第30条 賃金又は手当の額が月額で定められている者については、

第３条第１項の規定にかかわらず、当該月額の８割に相当する額

を給料月額とみなして、この条例の規定による退職手当を支給す

る。

（退職手当の特例）

第31条 第９条及び第10条の規定は、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第180条の５第１項に規定する委員会の常勤の委員及び常

勤の監査委員の退職手当については適用しない。

第31条 第９条、第10条及び前条の規定は、地方自治法（昭和22年

法律第67号）第180条の５第１項に規定する委員会の常勤の委員

及び常勤の監査委員の退職手当については適用しない。

附 則 附 則
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１～29 略 １～29 略

30 平成13年４月１日から平成22年３月31日までの間において、そ

の年齢が退職の日の属する年度の末日において40年以上50年未満

の者であって、10年以上勤続して退職したもの（公立学校職員の

給与に関する条例第２条第１項に規定する職員のうち、その者の

非違によることなく勧奨を受けて退職した者であって、任命権者

が知事の承認を得たものに限る。）に対する第３条第１項、第４

条第１項、第５条第１項、第５条の２第１項、第６条及び第６条

の２の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み

替えるものとする。

30 平成13年４月１日から平成22年３月31日までの間において、そ

の年齢が退職の日の属する年度の末日において40年以上50年未満

の者であって、10年以上勤続して退職したもの（公立学校職員の

給与に関する条例（昭和29年高知県条例第37号）第２条第１項に

規定する職員のうち、その者の非違によることなく勧奨を受けて

退職した者であって、任命権者が知事の承認を得たものに限

る。）に対する第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項、第

５条の２第１項、第６条及び第６条の２の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

表 略 表 略

31～35 略 31～35 略

36 平成34年３月31日以前に退職した職員に対する第10条第７項の

規定の適用については、同項中「第28条まで」とあるのは「第28

条まで及び附則第５条」と、同項第２号中

36 平成34年３月31日以前に退職した職員に対する第10条第７項の

規定の適用については、同項中「第28条まで」とあるのは「第28

条まで及び附則第５条」と、同項第２号中

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定め

る理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第

１項第２号に掲げる者に相当する者として人事委員会規則

で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基

準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第

４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定め

る理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第

１項第２号に掲げる者に相当する者として人事委員会規則

で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基

準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第

４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの 」

とあるのは

認めたもの 」

とあるのは

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定め 「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定め
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る理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第

１項第２号に掲げる者に相当する者として人事委員会規則

で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基

準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第

４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの

る理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第

１項第２号に掲げる者に相当する者として人事委員会規則

で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基

準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第

４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であると

認めたもの

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規

定する地域内に居住し、かつ、知事が同法第24条の２第１

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために

必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行う

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規

定する地域内に居住し、かつ、知事が同法第24条の２第１

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進するために

必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行う

ことが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）」

とする。

ことが適当であると認めたもの（アに掲げる者を除く。）」

とする。

37 第２条第２項に規定する者以外の常時勤務に服することを要し

ない者の同項に規定する勤務した月が引き続いて６月を超えるに

至った場合には、当分の間、その者を同項の職員とみなして、こ

の条例の規定を適用する。この場合において、その者に対する第

３条から第５条までの規定による退職手当の額は、これらの規定

により計算した退職手当の額の100分の50に相当する額とする。

38 前項の規定の適用を受ける者（引き続き同項に規定する者であ

るものとした場合に、同項の規定の適用を受けることができた者

を含む。）に対する第７条の２の規定の適用については、同条各

号中「12月」とあるのは、「６月」とする。
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新 旧 対 照 表

新

公立学校職員の給与に関する条例（抜粋）

旧

公立学校職員の給与に関する条例（抜粋）

（目的等） （目的）

第１条 この条例は、別に条例で定めるものを除くほか、地方公務

員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条第５

項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第

162号）第42条、市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第

135号）第３条並びにへき
、、
地教育振興法（昭和29年法律第143号）

第５条の２第１項及び第２項並びに第５条の３の規定に基づき、

公立学校の職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。

第１条 この条例は、別に条例で定めるものを除くほか、地方公務

員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第24条第５

項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第

162号）第42条、市町村立学校職員給与負担法（昭和23年法律第

135号）第３条並びにへき
、、
地教育振興法（昭和29年法律第143号）

第５条の２第１項及び第２項並びに第５条の３の規定に基づき、

公立学校の職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。

２ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２第１項に規定

する者のうち法第22条の２第１項第１号に掲げる職員である公立

学校の職員の報酬、費用弁償（費用弁償としての旅費を除く。第

25条の７において同じ。）及び期末手当の額並びにその支給方法

については、この条例で定めるものとする。

（定義） （定義）

第２条 この条例において職員とは、次に掲げる者（法第22条の２

第１項第１号に掲げる職員（以下「第１号会計年度任用職員」と

いう。）である者、同項第２号に掲げる職員（以下「第２号会計

年度任用職員」という。）である者及び法第22条の３第１項若し

くは第26条の６第７項、女子教職員の出産に際しての補助教職員

の確保に関する法律（昭和30年法律第125号）第３条第１項又は

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）

第２条 この条例において職員とは、次に掲げる者をいう。
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第６条第１項の規定に基づき臨時的に任用された職員（以下「臨

時的任用職員」という。）である者を含む。）をいう。

(１) 県立の中学校並びに市町村（市町村の組合を含む。第27条

の４を除き、以下同じ。）立の小学校、中学校、義務教育学校

及び特別支援学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教

諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、

学校栄養職員（共同調理場の学校栄養職員を含む。）及び事務

職員

(１) 県立の中学校並びに市町村（市町村の組合を含む。第27条

の４を除き、以下同じ。）立の小学校、中学校、義務教育学校

及び特別支援学校の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教

諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、

学校栄養職員（共同調理場の学校栄養職員を含む。）及び事務

職員

(２) 高等学校（市町村立の高等学校の全日制課程を除く。以下

同じ。）及び特別支援学校（前号の市町村立の特別支援学校を

除く。）の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、

養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手、

寄宿舎指導員、学校栄養職員、看護職員、事務職員及びその他

の職員（技能職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32

年高知県条例第56号）の適用を受ける者を除く。以下同じ。）

(２) 高等学校（市町村立の高等学校の全日制課程を除く。以下

同じ。）及び特別支援学校（前号の市町村立の特別支援学校を

除く。）の校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、

養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手、

寄宿舎指導員、学校栄養職員、看護職員、事務職員及びその他

の職員（技能職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32

年高知県条例第56号）の適用を受ける者を除く。以下同じ。）

２ この条例において教育職員とは、校長、副校長、教頭、主幹教

諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教

諭、講師、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。

２ この条例において教育職員とは、校長、副校長、教頭、主幹教

諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教

諭、講師、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。

（給料） （給料）

第４条 給料は、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例（平成６年高知県条例第46号。以下「勤務時間条例」とい

う。）第８条第１項に規定する正規の勤務時間（以下「正規の勤

務時間」という。）による勤務に対する報酬であって、この条例

で定める管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住

居手当、へき地手当、へき地手当に準ずる手当、定時制通信教育

第４条 給料は、公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する

条例（平成６年高知県条例第46号。以下「勤務時間条例」とい

う。）第８条第１項に規定する正規の勤務時間（以下「正規の勤

務時間」という。）による勤務に対する報酬であって、この条例

で定める管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住

居手当、へき地手当、へき地手当に準ずる手当、定時制通信教育
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手当、産業教育手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（第16条の３

の規定による手当を含む。）、時間外勤務手当、休日勤務手当、

夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、通勤手当、

単身赴任手当、期末手当、勤勉手当及び義務教育等教員特別手当

を含まないものとする。

手当、産業教育手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（第16条の３

の規定による手当を含む。）、時間外勤務手当、休日勤務手当、

夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、通勤手当、

単身赴任手当、期末手当、勤勉手当及び義務教育等教員特別手当

を含まないものとする。

（給料表等） （給料表等）

第５条 略 第５条 略

２ 学校栄養職員の給料表については職員の給与に関する条例（昭

和29年高知県条例第34号）別表第４の２医療職給料表(２)を、看

護職員の給料表については同条例別表第４の３医療職給料表(３)

を、事務職員及びその他の職員の給料表については同条例別表第

１行政職給料表（以下「行政職給料表」という。）をそれぞれ準

用する。

２ 学校栄養職員の給料表については職員の給与に関する条例（昭

和29年高知県条例第34号）別表第４の２医療職給料表(２)を、看

護職員の給料表については同条例別表第４の３医療職給料表(３)

を、事務職員及びその他の職員の給料表については同条例別表第

１行政職給料表をそれぞれ準用する。

３・４ 略 ３・４ 略

第５条の２ 教育委員会は、人事委員会の定めるところに従い、そ

れぞれの職員が、その毎月の給料の支給を受けるよう、この条例

を適用しなければならない。

第５条の２ 教育委員会は、人事委員会の定めるところに従い、そ

れぞれの職員が、その毎月の給料の支給を受けるよう、この条例

を適用しなければならない。

（初任給等） （初任給等）

第６条 略 第６条 略

（昇給） （昇給）

第７条 略 第７条 略

（再任用職員の給料月額） （再任用職員の給料月額）

第７条の２ 法第28条の４第１項若しくは第28条の５第１項又は第

28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以

下「再任用職員」という。）の給料月額は、その者に適用される

第７条の２ 法第28条の４第１項若しくは第28条の５第１項又は第

28条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以

下「再任用職員」という。）の給料月額は、その者に適用される
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給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属す

る職務の級に応じた額とする。

給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属す

る職務の級に応じた額とする。

第７条の３ 再任用職員で、法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）の給料月額は、前条の規定にかかわらず、同条の規定によ

る給料月額に、勤務時間条例第３条第３項の規定により定められ

たその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。

第７条の３ 再任用職員で、法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）の給料月額は、前条の規定にかかわらず、同条の規定によ

る給料月額に、勤務時間条例第３条第３項の規定により定められ

たその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得

た数を乗じて得た額とする。

（給料の調整額） （給料の調整額）

第10条 略 第10条 略

（管理職手当） （管理職手当）

第12条 略 第12条 略

（初任給調整手当） （初任給調整手当）

第12条の２ 略 第12条の２ 略

（扶養手当） （扶養手当）

第13条・第14条 略 第13条・第14条 略

（地域手当） （地域手当）

第14条の２ 略 第14条の２ 略

（住居手当） （住居手当）

第14条の３ 略 第14条の３ 略

（へき地手当） （へき地手当）

第15条 略 第15条 略

（へき地手当に準ずる手当） （へき地手当に準ずる手当）

第15条の２ 略 第15条の２ 略

（定時制通信教育手当） （定時制通信教育手当）
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第15条の３ 略 第15条の３ 略

（産業教育手当） （産業教育手当）

第15条の４ 略 第15条の４ 略

（特殊勤務手当） （特殊勤務手当）

第16条 略 第16条 略

（特地勤務手当等） （特地勤務手当等）

第16条の２・第16条の３ 略 第16条の２・第16条の３ 略

（給与の減額） （給与の減額）

第17条 略 第17条 略

（時間外勤務手当） （時間外勤務手当）

第18条 略 第18条 略

（休日勤務手当） （休日勤務手当）

第18条の２ 略 第18条の２ 略

（夜間勤務手当） （夜間勤務手当）

第18条の３ 略 第18条の３ 略

（宿日直手当） （宿日直手当）

第20条 略 第20条 略

（管理職員特別勤務手当） （管理職員特別勤務手当）

第20条の２ 略 第20条の２ 略

（通勤手当） （通勤手当）

第21条 略 第21条 略

（単身赴任手当） （単身赴任手当）

第21条の２ 略 第21条の２ 略

（期末手当） （期末手当）

第22条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第22 第22条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第22
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条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（第27条第６項の規定の適用を受

ける職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。）について

も、同様とする。

条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職

し、若しくは法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（第27条第６項の規定の適用を受

ける職員及び人事委員会規則で定める職員を除く。）について

も、同様とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の127.5を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の127.5を乗じて得た

額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。

(１) ６箇月 100分の100 (１) ６箇月 100分の100

(２) ５箇月以上６箇月未満 100分の80 (２) ５箇月以上６箇月未満 100分の80

(３) ３箇月以上５箇月未満 100分の60 (３) ３箇月以上５箇月未満 100分の60

(４) ３箇月未満 100分の30 (４) ３箇月未満 100分の30

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「100分の127.5」とあるのは、「、６月に支給する場合において

は100分の68.7、12月に支給する場合においては100分の68.8」と

する。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中

「100分の127.5」とあるのは「、６月に支給する場合においては

100分の68.7、12月に支給する場合においては100分の68.8」とす

る。

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職

し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき

給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の

合計額とする。

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職

し、若しくは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき

給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の

合計額とする。

５ 略 ５ 略

６ 第２項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は、人事委 ６ 第２項に規定する在職期間の算定に関し必要な事項は、人事委
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員会規則で定める。 員会規則で定める。

第22条の２・第22条の３ 略 第22条の２・第22条の３ 略

（勤勉手当） （勤勉手当）

第23条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応

じて支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは

法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職し、

又は死亡した職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）につ

いても、同様とする。

第23条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応

じて支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、若しくは

法第16条第１号に該当して法第28条第４項の規定により失職し、

又は死亡した職員（人事委員会規則で定める職員を除く。）につ

いても、同様とする。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、人事委員会規則で定める

基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の

各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、人事委員会規則で定める

基準に従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の

各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当

基礎額に100分の40を乗じて得た額の総額

(２) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当

基礎額に100分の40を乗じて得た額の総額

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において職

員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合

計額とする。

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において職

員が受けるべき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合

計額とする。

４・５ 略 ４・５ 略

（義務教育等教員特別手当） （義務教育等教員特別手当）

第23条の２ 略 第23条の２ 略

（給与の支給日） （給与の支給日）

32/39



第24条 給与の支給日については、人事委員会規則で定める。 第24条 給与の支給日については、人事委員会規則で定める。

（第１号会計年度任用職員の給与の種類） （臨時及び非常勤職員の給与）

第25条 第１号会計年度任用職員の給与の種類は、報酬及び期末手

当とする。

第25条 臨時及び非常勤職員（再任用短時間勤務職員を除く。）の

給与については、人事委員会の定める基準により、予算の範囲内

で任命権者が別に定める。

（第１号会計年度任用職員の報酬）

第25条の２ 第１号会計年度任用職員の報酬は、月額、日額又は１

時間当たりの額により、当該第１号会計年度任用職員の職務と類

似する職務に従事する常勤の職員（第１号会計年度任用職員及び

第２号会計年度任用職員以外の職員をいう。以下同じ。）の給料

月額を基礎とし、その職務内容、職務経験等を考慮して、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額を超えない範囲内で

任命権者が知事と協議して定める。

(１) 月額により定める報酬 行政職給料表の適用を受ける職員

の職務に類似する職（以下「行政職相当職」という。）にあっ

ては行政職給料表２級17号給の額に、行政職給料表以外の給料

表の適用を受ける職員の職務に類似する職（以下「行政職相当

職以外の職」という。）にあっては行政職相当職との権衡を考

慮して任命権者が定める額に、当該第１号会計年度任用職員の

１週間当たりの勤務時間を38時間45分で除して得た数を乗じて

得た額

(２) 日額により定める報酬 行政職相当職にあっては行政職給

料表２級17号給の額を、行政職相当職以外の職にあっては行政

職相当職との権衡を考慮して任命権者が定める額を、21日で除

して得た数に、当該第１号会計年度任用職員の１日当たりの勤
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務時間を７時間45分で除して得た数を乗じて得た額

(３) １時間当たりの額により定める報酬 行政職相当職にあっ

ては行政職給料表２級17号給の額を、行政職相当職以外の職に

あっては行政職相当職との権衡を考慮して任命権者が定める額

を、21日で除して得た数を７時間45分で除して得た額

２ 特別の事情により前項の規定により難いと認められる場合にお

ける第１号会計年度任用職員の報酬は、その職務の特殊性を考慮

して予算の範囲内で任命権者が知事と協議して定める。

第25条の３ 第１号会計年度任用職員には、前条に規定する報酬の

ほか、給料の調整額及び次に掲げる手当に相当する額を、常勤の

職員の例により、報酬として加算して支給する。

(１) 初任給調整手当

(２) 地域手当

(３) 定時制通信教育手当

(４) 産業教育手当

(５) 特殊勤務手当

(６) 時間外勤務手当

(７) 休日勤務手当

(８) 夜間勤務手当

(９) 宿日直手当

(10) 義務教育等教員特別手当

第25条の４ 第１号会計年度任用職員が勤務しないときは、常勤の

職員の例により減額した報酬を支給する。

（第１号会計年度任用職員の費用弁償）

第25条の５ 第１号会計年度任用職員には、通勤手当に相当する額
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を、常勤の職員の例により、費用弁償として支給する。

（第１号会計年度任用職員の期末手当）

第25条の６ 第１号会計年度任用職員の期末手当は、６月１日及び

12月１日にそれぞれ在職する職員（任期が６箇月未満である職員

及び人事委員会規則で定める職員を除く。）に、常勤の職員の例

により支給する。

（第１号会計年度任用職員の報酬等の特例）

第25条の７ 第１号会計年度任用職員であって職務の特殊性等を考

慮して人事委員会規則で定めるものの報酬、費用弁償及び期末手

当については、第25条から前条までの規定にかかわらず、任命権

者が定める。

（第２号会計年度任用職員の給料）

第25条の８ 第２号会計年度任用職員の給料は、当該第２号会計年

度任用職員の職務と類似する職務に従事する常勤の職員の給料月

額を基礎とし、その職務内容、職務経験等を考慮して、行政職相

当職にあっては行政職給料表２級17号給の額を、行政職相当職以

外の職にあっては行政職相当職との権衡を考慮して任命権者が定

める額を超えない範囲内で任命権者が知事と協議して定める。

２ 特別の事情により前項の規定により難いと認められる場合にお

ける第２号会計年度任用職員の給料は、その職務の特殊性を考慮

して予算の範囲内で任命権者が知事と協議して定める。

（第２号会計年度任用職員の期末手当）

第25条の９ 第２号会計年度任用職員に対する第22条第１項の規定

の適用については、同項中「職員に」とあるのは、「職員（任期

が６箇月未満である職員を除く。）に」とする。
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（休職にされた会計年度任用職員の給与）

第25条の10 第１号会計年度任用職員又は第２号会計年度任用職員

が法第28条第２項各号又は職員の分限に関する手続及び効果等に

関する条例（昭和26年高知県条例第41号）第１条の２各号（県費

負担教職員の任免、分限及び懲戒に関する条例（昭和31年高知県

条例第40号）の規定により例によることとされる場合を含む。第

27条第４項において同じ。）のいずれかに掲げる事由に該当して

休職にされたとき（教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第

14条（公立の学校の事務職員の休職の特例に関する法律（昭和32

年法律第117号）において準用する場合を含む。第27条において

同じ。）の規定の適用を受ける場合を除く。）は、その休職の期

間中いかなる給与も支給しない。

（会計年度任用職員についての適用除外）

第25条の11 第５条、第６条、第７条、第12条、第13条、第14条、

第14条の３から第15条の２まで、第16条の２、第16条の３、第20

条の２、第21条の２、第23条及び第27条の規定は、第１号会計年

度任用職員及び第２号会計年度任用職員には適用しない。

（委任）

第25条の12 第25条から前条までに定めるもののほか、第１号会計

年度任用職員及び第２号会計年度任用職員の給与の支給等に関し

必要な事項は、任命権者が定める。

（60歳超臨時的任用職員の給料月額の特例）

第26条 60歳に達した日以後の最初の４月１日以降に任用された臨

時的任用職員（以下「60歳超臨時的任用職員」という。）の給料

月額は、再任用職員の給料月額との権衡を考慮し、任命権者が定

第26条 削除
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める。

（60歳超臨時的任用職員の期末手当の特例）

第26条の２ 60歳超臨時的任用職員に対して支給する期末手当の額

については、第22条第３項において読み替えて適用する同条第２

項の規定を準用する。

（60歳超臨時的任用職員の勤勉手当の特例）

第26条の３ 60歳超臨時的任用職員に対して支給する勤勉手当の額

については、第23条第２項第２号の規定を準用する。

（60歳超臨時的任用職員についての適用除外）

第26条の４ 第12条の２から第14条まで、第14条の３から第15条の

２まで、第16条の２及び第16条の３の規定は、60歳超臨時的任用

職員には適用しない。

（臨時的任用職員の給与の支給日の特例）

第26条の５ 臨時的任用職員の給与の支給日については、第24条の

規定にかかわらず、任命権者が定める。

（休職者の給与） （休職者の給与）

第27条 略 第27条 略

２ 職員が教育公務員特例法第14条の規定の適用を受ける場合を除

き前項以外の心身の故障により、法第28条第２項第１号に掲げる

事由に該当して、休職にされたときは、その休職の期間が満１年

に達するまでは、これに給料、扶養手当、地域手当、住居手当及

び期末手当のそれぞれの100分の80を支給することができる。

２ 職員が教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第14条（公立

の学校の事務職員の休職の特例に関する法律（昭和32年法律第

117号）において準用する場合を含む。第５項において同じ。）

の規定の適用を受ける場合を除き前項以外の心身の故障により、

法第28条第２項第１号に掲げる事由に該当して、休職にされたと

きは、その休職の期間が満１年に達するまでは、これに給料、扶

養手当、地域手当、住居手当及び期末手当のそれぞれの100分の

80を支給することができる。
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３ 略 ３ 略

４ 職員が職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例第１条

の２各号のいずれかに掲げる事由に該当して休職にされたとき

は、その休職の期間中、これに給料、扶養手当、地域手当、住居

手当及び期末手当のそれぞれの、同条第１号の場合にあっては

100分の70以内、同条第２号の場合にあっては人事委員会規則で

定めるところにより100分の100以内を支給することができる。

４ 職員が職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（昭和

26年高知県条例第41号）第１条の２各号（県費負担教職員の任

免、分限及び懲戒に関する条例（昭和31年高知県条例第40号）の

規定により例によることとされる場合を含む。）のいずれかに掲

げる事由に該当して休職にされたときは、その休職の期間中、こ

れに給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当のそれぞ

れの、同条第１号の場合にあっては100分の70以内、同条第２号

の場合にあっては人事委員会規則で定めるところにより100分の

100以内を支給することができる。

５ 休職中の職員（休職中の職員であって、教育公務員特例法第14

条の規定の適用を受けているものを除く。）には、他の条例に別

段の定めがない限り、前各項の規定により給与を支給する場合を

除くほか、いかなる給与も支給しない。

５ 休職中の職員（休職中の職員であって、教育公務員特例法第14

条の規定の適用を受けているものを除く。）には、他の条例に別

段の定めがない限り、前各項の規定により給与を支給する場合を

除くほか、いかなる給与も支給しない。

６・７ 略 ６・７ 略

（人事委員会規則への委任） （この条例の施行に関し必要な事項）

第28条 この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定

める。

第28条 この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定

める。
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新 旧 対 照 表

新

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（抜

粋）

旧

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（抜

粋）

（目的） （目的）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24

条第５項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31

年法律第162号）第42条の規定に基づき、職員の勤務時間、休日

及び休暇に関し必要な事項を定めることを目的とする。

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第24

条第５項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31

年法律第162号）第42条の規定に基づき、職員の勤務時間、休日

及び休暇に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（職員の定義） （職員の定義）

第２条 この条例において職員とは、公立学校職員の給与に関する

条例（昭和29年高知県条例第37号）の適用を受ける者をいう。

第２条 この条例において職員とは、公立学校職員の給与に関する

条例（昭和29年高知県条例第37号）の適用を受ける者をいう。

（会計年度任用職員及び臨時的任用職員の勤務時間等） （臨時及び非常勤職員の勤務時間等）

第20条 地方公務員法第22条の２第１項各号に掲げる職員及び同法

第22条の３第１項若しくは第26条の６第７項、女子教職員の出産

に際しての補助教職員の確保に関する法律（昭和30年法律第125

号）第３条第１項又は地方公務員の育児休業等に関する法律第６

条第１項の規定に基づき臨時的に任用された職員の勤務時間、休

日及び休暇については、この条例の規定にかかわらず、その職務

の性質等を考慮して県教育委員会が定める。

第20条 臨時及び非常勤職員（再任用短時間勤務職員を除く。）の

勤務時間、休日及び休暇については、この条例の規定にかかわら

ず、別に県教育委員会が定める。
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